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Conceptions of Postwar Japanese





This article will attempt to explore the relationship between the conceptions of Japa-
nese security policy and the UN in the early postwar years based on documents released
by the Ministry of Foreign Affairs. First, the paper reviews也e governmental study at
the Ministry of Foreign Affairs wi也regard to也e potential role of the UN in enhancing
Japanese security. Secondly, it deals with也e relationship between Chapter 7 of血e UN
Charter and Article 9 0f the Japanese Constitution.
From these two viewpoints, the author will illustrate the gradual transformation of血e




















































せられた場合には、 U - N - 0加盟国は国際連合憲章の規定の第43条に依れば、兵力を提供















































































9 )衆議院事務局編『第九十回帝国議会衆議院帝国憲法改正案委員小委員会速記録』衆栄会、 1995年、 141・142貢。こ
の芦田小委員会の速記録は当時英訳され連合軍総司令部に提出され、現在写しが国会図書館でGHQ/SCAP Re-



































































































































































及はない(外務省記録マイクロフィルム、 B'0008,対日平和条約関係、準備研究関係第2巻、 0350貢)0 『芦田均
日記』第7巻には「萩原私案　第2稿」が掲載されているが、ここでは、国連の下での地域的取極が示されている
(同書372貢)0





































































28) 「平和条約に関する日本政府の一般的見解」 (第三稿) (昭和22年6月5日)外務省記録マイクロフィルム, B'0008,
対日平和条約関係、準備研究関係第2巻、 0377-0392頁。
29) 『朝日新聞』 1947年3月18日、 『戦後日本防衛問題資料集』第1巻、前掲、 203-204頁。マッカッサー発言の全文は、
The Government Section, SCAP, Political Reorientation of Japan, September 1945 to September 1948,
GPO, 1949, pp765-766.








































































35)芦田均「アイケルバーガー宛書簡」 (1947年9月13日)、 『戦後E]本防衛問題資料集』第1巻、前掲、 305-306貢.莱
文は、外務省記録マイクロフィルム、 B'0008、対日平和条約関係、準備研究関係第3巻　0082-0086貢。




















































































































雑誌』第49巻3号、 1950年、 『朝鮮問題と日本の将来』勤草書房、 1950年がある。全面講和論については、例えば


































55) 「安全保障(特に軍事基地)に関する基本的立場」 (1950年5月31胃)、外務省記録マイクロフィルム、 B'0008、対
対日平和条約関係、準備研究関係第5巻、 0265-0272貢。
56)西村熊雄「日米安全保障条約の成立事情」日本国際問題研究所、鹿島研究所編『日本の安全保障』 1964年、 204頁。
57)宮沢書- 『東京-ワシントンの密談』実業のEl本社、 1956年、 54頁。米国側の記録としては、 The special Assitant
to the Under Secretary of the Army to the Assistant Secretary of State, 10 May, 1950, Foreign Rela-
tions of the United States, 1950, Vol.VI, GPO, 1976, pp.1194-1198.



































62) Shigeru Yoshida,"Japan and the Crisis in Asia ", Foreなn 4癖irs, Vol.29,No. 2 , January 1951, pp.174-175.









































































72) A-D作業については、西村、前掲『サンフランシスコ平和条約』 0-85貢、豊下、前掲書、 3-36貢、猪木正道『評





































別協定の考え方に沿って位置づけようとしていた　Memorandum by the Consultant to the Secretary, June30,
1950, Foreなn Relations of United States, 1950, Vol. W. pp.1229-1230 ; Memorandum by the Director of
the Office of Northeast Asian Affairs to the Consultant to the Secretaryjulyll, 1950, Ibid.,pp. 1241-1243.
この点につき、中西、前掲「吉田・ダレス会談再考」 226-227貢、 263貢参照。
75)豊下、前掲香、 13-15貢。朝鮮国連軍の国連憲章の解釈については、最近のものとして例えばHilaire McCoubrey










































































2次大戦末期の日本のソ連への提案にあった旨、インタビューで語っている(Transcript of a Recorded Inter-













































































































94)なお、国連喪章第4条の解釈については、 Bruno Simma ed., The Charter of the United Nations A Commen-































妙the MilitaりStaff Committee to the Securi,砂Council on the General Principles Governing the Organiza-










































































開」 (上) (下) 『外交時報』第1330号、第1331号、 1996年参照。
92　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際公共政策研究　　　　　　　　　　　　　　第3巻第1号
いう国内法的側面がある。この点について、これまでの考察から次のことがいえる。
前者の国際法的側面に関しては、憲法制定期から朝鮮戦争初期にかけては、政府は喪章第
43条に基づく兵力派出は加盟国の義務だと想定する。しかし、国連加盟の正式申請を前に、
1952年春の第13回国会において、 ①国連憲章43条に基づく特別協定が締結されていない場合
②特別協定が締結されても兵力の派出が規定されない場合、には加盟国は必ずしも兵力提供
の義務を負わない、との今日的解釈を確立、表明するのである。
後者の、国連への兵力派出に関する憲法解釈については、早くも、憲法制定期において国
連加盟条件の観点から論議をよぶが、当時はそもそも軍備自体を保有しないことから、その
「派出」を想定した形での突き詰めた議論は行なわれなかった。しかし朝鮮戦争勃発に伴い
警察予備隊が設置され、一定の物理的「力」が保有され、また国連加盟が現実の課題となっ
てからは、義勇兵あるいは警察予備隊の朝鮮半島への出動が現実問題として国会で激しく論
議されることを背景に、外務省は戦力不保持の規定に加えて交戦権否認の規定を法的根拠と
して、国連憲章7章下の軍事的強制措置への兵力提供は憲法9条に抵触するとの見解を示す
のである。
この国連加盟申請時の政府の憲法解釈は、国連の軍事的強制措置への日本の参加に関する
その後の政府解釈の一応の基本線を示すものとして今日に至るが、岡崎書簡以降、必ずしも
一貫している訳ではなく現在、確定した解釈とはなっていない104)。国連の集団安全保障概
念と貴法を整合的に解釈しうる余地は残されているのではなかろうか。
これまで見てきた通り、西村条約局長は、日米安保条約と「国際社会の憲法」たる国連憲
章との関連を明確化しようと試みてきた。その考えは1960年に改定された日米安全保障条約
に反映されるところとなった(前文、第1条、第5条、第7条、第10条)。その中で、特に
第1条2項は、日米両国が「国際の平和及び安全を維持する国際連合の任務が一層効果的に
遂行されるように国際連合を強化することに努力する」ことを約している。この規定は他の
同種の安全保障条約にはみられない日米安全保障条約独特のものであるが、冷戦期を通じて
これ迄全く顧みられることはなかった。限定的とはいえ、国連の集団安全保障の機能が回復
しつつある冷戦後の今日、日本は日米安保条約を構想した原点に立ち返り、この条項に象徴
される国連強化の精神を再確認すべきであろう。
1
104)この点について詳しくは、別に稲を改めて論じる予定である。
l
